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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。な

お、第50期中及び第50期については、１株当たり中間(当期)純損失金額であり、また、潜在株式がないため記載しており

ません。 

３ 第50期中及び第50期の中間(当期)純損失の発生要因は、主に減損損失の計上によるものであります。 

４ 第51期中及び第51期の売上高等の大幅な増加は、大豊商事㈱の株式取得に伴う連結子会社の増加等によるものでありま

す。 

５ 純資産額の算定にあたり、第52期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年
３月31日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成18年
３月31日 

売上高 (百万円) 27,550 35,472 37,118 56,666 72,701

経常利益 (百万円) 1,941 2,844 2,726 4,738 6,584

中間(当期)純利益又は中
間(当期)純損失(△) 

(百万円) △13,701 922 1,018 △12,193 2,446

純資産額 (百万円) 7,800 13,200 21,239 9,567 15,146

総資産額 (百万円) 54,300 64,867 66,293 53,100 66,366

１株当たり純資産額 (円) 541.98 810.64 961.44 662.96 926.31

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間(当期)純損
失(△)金額 

(円) △951.94 59.60 62.55 △848.94 150.04

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.4 20.4 23.6 18.0 22.8

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 1,633 2,334 2,887 4,616 6,453

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) △516 △1,633 △1,044 △1,172 △1,837

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 1,270 2,233 △1,499 △2,233 △653

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

(百万円) 9,101 10,861 12,241 7,920 11,896

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
1,450 
[1,475]

1,913
[2,483]

1,996
[2,724]

1,411 
[1,574]

1,873
[2,580]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。なお、第50期中

及び第50期については、１株当たり中間(当期)純損失金額であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第50期中及び第50期の中間(当期)純損失の発生要因は、主にスポーツ関連事業の事業再編に伴う関係会社に係る特別損失

の計上によるものであります。 

  

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年
３月31日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成18年
３月31日 

売上高 (百万円) 14,319 14,326 15,202 28,882 29,157

経常利益 (百万円) 697 1,167 1,394 1,741 2,506

中間(当期)純利益又は中
間(当期)純損失(△) 

(百万円) △13,386 613 773 △12,841 1,154

資本金 (百万円) 6,581 7,782 7,782 6,581 7,782

発行済株式総数 (株) 14,399,673 16,299,673 16,299,673 14,399,673 16,299,673

純資産額 (百万円) 9,027 13,039 14,249 9,769 13,824

総資産額 (百万円) 37,790 34,192 33,364 30,416 33,587

１株当たり純資産額 (円) 627.18 800.35 874.66 678.75 846.73

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間(当期)純損
失(△)金額 

(円) △930.03 39.59 47.45 △892.16 70.77

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4 4 4 8 8

自己資本比率 (％) 23.9 38.1 42.7 32.1 41.2

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
729 
[963]

709
[1,204]

724
[1,365]

704 
[1,053]

692
[1,240]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社たんぽぽ薬局㈱は、平成18年７月1日付で連結子会社㈱高山調剤センターを吸収合併しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(連結会社から連結会社外への出向者を除き、連結会社外から連結会社への出向者を含む。)であり、

臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、パートタイマ

ー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外からの当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は

［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の

従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、トーカイ労働組合が組織(組合員数 551人)されており、ＵＩゼンセン同盟に属しておりま

す。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

健康生活サービス 1,097[ 2,161] 

調剤サービス 503[    90] 

環境サービス 183[   441] 

会員制サービス 74[    18] 

その他 71[     9] 

全社(共通) 68[     5] 

合計 1,996[ 2,724] 

従業員数(人) 724[ 1,365] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の経済状況は、海外では北米や欧州経済が概ね順調に推移し、また、アジアでも中国が輸出を武器に高い成長

を持続しました。一方国内では、企業収益の改善に伴う設備投資の堅調な増加や個人消費の回復、また雇用情勢にも改善がみられる

など緩やかな景気回復基調を持続しましたが、原油価格の動向が企業業績に与える影響も大きく、さらに、東海地方では企業業績の

回復に伴う積極的な雇用が人手不足を生むなど、企業業績に影響を与えかねない新たな問題も散見されるようになりました。 

このような経済環境を背景に当社グループの連結業績は、売上高につきましては積極的な営業活動が奏功し、全セグメントで増収

を果すことができました。営業利益につきましては、介護保険の制度改正の影響が懸念されたシルバー事業が販売売上などでレンタ

ル売上の減少を補い、また、病院関連事業では新たな顧客の獲得やヘルパー派遣など新しい営業アイテムが順調に推移し、これらの

属する「健康生活サービス」では大幅な増益を確保することができました。しかし、薬価改定など国の施策の影響を大きく受けた

「調剤サービス」などが減益となり、前年同期比は減益となりました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比16億45百万円増（4.6％増）の371億18百万円、営業利益は前年同期比1億6百

万円減（3.9％減）の26億5百万円、経常利益は前年同期比1億17百万円減（4.1％減）の27億26百万円、中間純利益は法人税等調整額

などの影響で大幅な増益となり前年同期比95百万円増（10.4％増）の10億18百万円となり、増収増益となりました。 

また、トーカイ単体では、売上高152億2百万円（前年同期比6.1%増、8億75百万円増）、営業利益12億17百万円（前年同期比15.4%

増、1億62百万円増）、経常利益13億94百万円（前年同期比19.4%増、2億26百万円増）、中間純利益は7億73百万円（前年同期比26.0%

増、1億59百万円増）となりました。 

  

セグメント別の業績 

「健康生活サービス」 

介護保険制度の改正の影響が懸念されたシルバー事業でしたが、販売売上などがレンタル売上をカバーし増収増益を確保しまし

た。また、新たな顧客の獲得や看護補助業務など新しいアウトソーシング事業の受託を大幅に伸ばした病院関連事業や、病院や老人

施設からの新規受託が好調だった給食事業なども売上を伸ばし、水の宅配アクアクララ事業も新規顧客の獲得に伴い、業績も順調に

推移しました。 

この結果、売上高174億34百万円（前年同期比5.2%増）、営業利益21億1百万円（前年同期比9.7%増）と大幅な増収増益となりまし

た。 

  

「調剤サービス」 

薬価改定の影響を大きく受けるであろうと予想された「調剤サービス」ですが新規店舗の開設が遅れたことも響き、売上高は前期

より5億75百万円増加の108億95百万円（前年同期比5.6%増）となりましたが、営業利益は１億21百万円減の6億58百万円（同比15.6%

減）と増収減益となりました。 

  

「環境サービス」 

企業業績が緩やかに回復するなか、マット・モップにつぐ新しい戦略商品としての空気清浄機やトイレ除菌のためのシートクリー

ナーの拡販、新たな営業戦略として厨房の衛生管理に注力いたしました。収益面では、病院清掃が増収増益となりましたが、リース

キン関連の事業がやや低調だったために、売上高は49億94百万円（前年同期比2.8％増）と増収を果たしましたが、営業利益は4億12

百万円（前年同期比4.8％減）となりました。 

  

「会員制サービス」 

売上高は6億50百万円とやや増収となり、営業損失も24百万円少なくなり、1億11百万円の営業損失（前年同期比18.2％減）に留ま

りました。 



「その他」 

その他事業では、自動車業界の好業績に引っ張られる形で岐阜商事㈱が好調に推移しましたが単価がやや厳しく、売上高31億42百

万円（前年同期比1.9％増）、営業利益1億36百万円（前年同期比6.6％減）の増収減益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、経常利益27億26百万円であったこと

等により、前連結会計年度末に比べ3億45百万円（2.9％）増加し、当中間連結会計期間末には122億41百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、前年同期比5億53百万円（23.7％）増加し、28億87百万円となりまし

た。これは、主にシルバー事業、病院関連事業などの「健康生活サービス」事業が好調だったことにより営業収入が増加したことに

よるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動により支出した資金は、前年同期比5億88百万円（36.0％）減少し、10億44百万円となりまし

た。これは、主に当社の松阪工場の新設などの有形固定資産の取得による支出があったこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動により支出した資金は、14億99百万円（前年同期は22億33百万円の収入）となりました。こ

れは、主に長期借入金の返済による支出10億82百万円及び社債の償還による支出10億70百万円があったこと等によるものでありま

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産及び仕入実績 

当中間連結会計期間における生産及び仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

なお、調剤サービスにつきましては、生産実績がないため記載を省略しております。また、会員制サービスにつ

きましては、主な事業内容が役務の提供であるため、生産及び仕入実績を金額あるいは数量で表すのは困難なた

め、記載を省略しております。 

  

(生産実績) 

  

(注) １ 金額は、販売金額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(仕入実績) 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、大部分を見込み生産で行っているため、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 1,900 3.1 

環境サービス 281 1.3 

その他 230 △16.3 
合計 2,412 0.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 2,556 11.9 

調剤サービス 7,525 8.0 

環境サービス 1,540 8.5 

その他 2,575 4.2 
合計 14,197 8.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 17,434 5.2 

調剤サービス 10,895 5.6 

環境サービス 4,994 2.8 

会員制サービス 650 1.2 

その他 3,142 1.9 
合計 37,118 4.6 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

医療機関などからさまざまな業務のアウトソーシングを受託している当社及び調剤薬局を展開するたんぽぽ薬局株

式会社は、顧客の一層の利便性向上と高付加価値サービスを提供するべく資本協力と情報共有につながる連携強化を

目的として、平成18年6月5日に株式交換契約を締結いたしました。 

株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、たんぽぽ薬局株式会社を完全子会社とする株式交換 

(2) 株式交換の日 

平成18年10月１日 

(3) 株式交換の方法 

株式交換日現在のたんぽぽ薬局株式会社の株主名簿記載の株主に対して、当社は普通株式971,000株を新たに発行

し、割当交付いたします。 

(4) 株式交換比率 

(5) たんぽぽ薬局株式会社の資産・負債の状況（平成18年３月31日） 

(6) たんぽぽ薬局株式会社の概要（平成18年３月31日現在） 

代 表 者 代表取締役社長 河原 照忠 

資 本 金 693百万円 

住   所 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 

事業の内容 調剤薬局の運営 

業   績 平成18年３月期 

      売上高   19,282百万円 

      経常利益   1,753百万円 

      当期純利益  1,055百万円 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  当社 たんぽぽ薬局株式会社

株式交換比率 １ 1,000 

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円） 

流動資産 5,652 流動負債 4,370 
固定資産 2,874 固定負債 214 
資産合計 8,526 負債合計 4,584 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間において重要な設備計画の完了はありま

せん。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、当社は、羽島本部の設備について事務所・倉庫設備の一部を除却しております。 

その主要な設備は、次のとおりであります。 

提出会社 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

  

事業所名 所在地 
事業の種類別

セグメントの名称 
設備の 
内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数

（人） 建物及び

構築物 
機械装置及

び運搬具 
土地

（面積㎡）
その他 合計 

羽島本部 
岐阜県 
羽島市 

健康生活サービス 
環境サービス 

事務所、

倉庫 
123 4

－

(－)
3 131 － 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成18年10月１日付けで、たんぽぽ薬局株式会社を当社の完全子会社とする株式交換を実施し、発行済株式総数が971,000株

増加しております。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 平成18年10月１日付けで、たんぽぽ薬局株式会社を当社の完全子会社とする株式交換を実施し、発行済株式総数が971,000

株、その他資本剰余金が1,491百万円それぞれ増加しております。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 16,299,673 17,270,673
名古屋証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 16,299,673 17,270,673 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 16,299,673 ― 7,782 ― 2,842



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)の所有株式は、すべて信託業

務に係るものであります。 

  

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、名義人以外から株券喪失登録のあった株式が9,000株含まれており、当該

株式に係る議決権90個を議決権の数から控除しております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

㈲小野木興産 岐阜県岐阜市九重町三丁目15番地 2,815 17.27

㈱大垣共立銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱） 

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

710 4.35

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 705 4.32

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 704 4.32

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 671 4.12

日本トラステイ・サービス信託
銀行㈱(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 638 3.91

トーカイ共友会 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 570 3.49

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目2番26号 525 3.22

ＵＦＪセントラルリース㈱ 名古屋市中区栄一丁目24番15号 384 2.35

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 339 2.08

計 ― 8,066 49.48

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

7,600 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,275,300 162,663 
― 

単元未満株式 
普通株式 

16,773 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 16,299,673 ― ― 

総株主の議決権 ― 162,663 ― 



  
② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱トーカイ 

岐阜県岐阜市若宮町九丁目
16番地 

7,600 ― 7,600 0.0

計 ― 7,600 ― 7,600 0.0

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,980 1,930 1,777 1,760 1,710 1,630

最低(円) 1,723 1,470 1,445 1,523 1,540 1,493



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    11,245 12,550   12,213 

２ 受取手形及び売掛金 ※４  11,589 11,922   11,826 

３ 有価証券    41 29   49 

４ たな卸資産    3,190 3,235   3,223 

５ 繰延税金資産    1,486 1,515   1,427 

６ その他    474 286   403 

貸倒引当金    △119 △114   △118 

流動資産合計    27,909 43.0 29,425 44.4   29,024 43.7

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物 ※２ 8,059   7,930 8,027   

(2) 機械装置及び運搬
具   1,493   1,972 1,914   

(3) 土地 ※２ 11,293   11,471 11,280   

(4) コース勘定   3,290   3,290 3,290   

(5) その他   1,339 25,476 1,443 26,108 1,195 25,708 

２ 無形固定資産          

(1) 連結調整勘定   817   ― 733   

(2) のれん ※５ ―   787 ―   

(3) その他   605 1,423 500 1,288 622 1,355 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 4,910   5,050 5,615   

(2) 繰延税金資産   2,128   1,372 1,599   

(3) その他   3,734   3,617 3,636   

貸倒引当金   △715 10,058 △569 9,470 △574 10,277 

固定資産合計    36,957 57.0 36,867 55.6   37,342 56.3

資産合計    64,867 100.0 66,293 100.0   66,366 100.0

           



  

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※2、
4  8,793 9,631   9,396 

２ 短期借入金 ※２  6,474 5,775   6,015 

３ 一年内償還社債    4,000 240   1,140 

４ 未払法人税等    687 788   1,085 

５ 賞与引当金    931 974   921 

６ 役員賞与引当金    ― 27   ― 

７ その他    3,143 3,883   3,034 

流動負債合計    24,029 37.0 21,321 32.2   21,593 32.5

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    1,000 2,390   1,560 

２ 長期借入金 ※２  5,043 4,841   5,526 

３ 退職給付引当金    2,172 1,127   2,401 

４ 役員退職慰労引当金    938 980   961 

５ 預り保証金    12,124 11,734   11,955 

６ その他    1,469 2,658   1,946 

固定負債合計    22,748 35.1 23,732 35.8   24,352 36.7

負債合計    46,777 72.1 45,053 68.0   45,945 69.2

(少数株主持分)          

少数株主持分    4,889 7.5 ― ―   5,274 8.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    7,782 12.0 ― ―   7,782 11.7

Ⅱ 資本剰余金    2,842 4.4 ― ―   2,842 4.3

Ⅲ 利益剰余金    428 0.7 ― ―   1,887 2.8

Ⅳ 土地再評価差額金    717 1.1 ― ―   717 1.1

Ⅴ その他有価証券評価差
額金    1,445 2.2 ― ―   1,934 2.9

Ⅵ 自己株式    △17 △0.0 ― ―   △17 △0.0

資本合計    13,200 20.4 ― ―   15,146 22.8

負債、少数株主持分
及び資本合計    64,867 100.0 ― ―   66,366 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 7,782 11.7   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 2,844 4.3   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 2,535 3.8   ― ―

４ 自己株式    ― ― △7 △0.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 13,155 19.8   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 1,549 2.3   ― ―

２ 土地再評価差額金    ― ― 959 1.5   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 2,508 3.8   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 5,576 8.4   ― ―

純資産合計    ― ― 21,239 32.0   ― ―

負債純資産合計    ― ― 66,293 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    35,472 100.0 37,118 100.0   72,701 100.0

Ⅱ 売上原価    27,109 76.4 28,319 76.3   55,236 76.0

売上総利益    8,362 23.6 8,798 23.7   17,464 24.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  5,649 15.9 6,192 16.7   11,357 15.6

営業利益    2,712 7.7 2,605 7.0   6,107 8.4

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   14   11 27   

２ 受取配当金   34   40 50   

３ 匿名組合投資利益   ―   ― 155   

４ 預り保証金償却差額   36   52 91   

５ 助成金収入   ―   14 107   

６ デリバティブ評価益   10   2 ―   

７ その他   189 286 0.8 133 253 0.7 358 791 1.1

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   113   89 209   

２ 新株発行費償却   24   ― 24   

３ 社債発行費償却   ―   21 7   

４ その他   15 154 0.5 22 133 0.4 72 314 0.4

経常利益    2,844 8.0 2,726 7.3   6,584 9.1

Ⅵ 特別利益          

１ 前期損益修正益 ※２ ―   0 ―   

２ 固定資産売却益 ※３ 0   1 44   

３ 投資有価証券売却益   3   13 4   

４ 貸倒引当金戻入益   7 12 0.1 0 16 0.1 12 61 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 前期損益修正損 ※４ ―   21 ―   

２ 固定資産売却損 ※５ 0   0 1   

３ 固定資産除却損 ※６ 57   180 124   

４ 投資有価証券売却損   ―   0 ―   

５ 投資有価証券評価損   ―   0 17   
６ 退職給付引当金繰入
額   ―   ― 172   

７ 役員退職慰労引当金
繰入額   12   ― 12   

８ 減損損失   ―   ― 51   

９ 災害損失   ― 69 0.2 28 231 0.6 ― 379 0.5
税金等調整前中間(当
期)純利益    2,786 7.9 2,511 6.8   6,266 8.6

法人税、住民税及び事
業税   703   751 1,726   

法人税等調整額   746 1,450 4.1 415 1,166 3.1 1,292 3,018 4.1

少数株主利益    413 1.2 326 0.8   801 1.1

中間(当期)純利益    922 2.6 1,018 2.7   2,446 3.4

           



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

  

  

次へ 

   

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6,629   6,629 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１ 増資による新株の発行  1,197 1,197  

２ 自己株式処分差益  0 1,197 0 1,197

Ⅲ 資本剰余金減少高   

１ 配当金  57 57  

２ その他資本剰余金取崩高  4,926 4,984 4,926 4,984

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高  2,842 2,842

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △5,395 △5,395

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 中間(当期)純利益  922 2,446  

２ その他資本剰余金取崩に伴う剰

余金増加高 
 4,926 5,849 4,926 7,373

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  ― 65  

２ 役員賞与  25 25 25 90

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  428 1,887

    



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,782 2,842 1,887 △17 12,494 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △65   △65 

 役員賞与（注）     △63   △63 

 中間純利益     1,018   1,018 

 自己株式の取得       △0 △0 

 自己株式の処分   2   10 12 

 土地再評価差額金取崩     △241   △241 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) － 2 648 10 661 

平成18年９月30日残高(百万円) 7,782 2,844 2,535 △7 13,155 

  
評価・換算差額等

少数株主
持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,934 717 2,652 5,274 20,420 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △65 

 役員賞与（注）         △63 

 中間純利益         1,018 

 自己株式の取得         △0 

 自己株式の処分         12 

 土地再評価差額金取崩   241 241   － 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △385 － △385 301 △83 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △385 241 △144 301 818 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,549 959 2,508 5,576 21,239 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   2,786 2,511 6,266 

減価償却費   814 806 1,673 

減損損失   ― ― 51 

連結調整勘定償却額   97 ― 189 

のれん償却額   ― 117 ― 

貸倒引当金の増減額(減少:△)   △34 △8 △175 

賞与引当金の増減額(減少:△)   48 52 38 

役員賞与引当金の増減額(減少:△)   ― 27 ― 

退職給付引当金の増減額(減少:△)   99 △1,274 329 

役員退職慰労引当金の増減額(減少:△)   △109 19 △86 

受取利息及び受取配当金   △48 △51 △78 

支払利息   113 89 209 

匿名組合投資利益   ― ― △155 

デリバティブ評価損益(評価益:△)   △10 △2 △15 

新株発行費   24 ― 24 

社債発行費   ― 21 7 

有形固定資産売却損益(売却益:△)   △0 △0 △43 

固定資産除却損   57 180 124 

投資有価証券売却損益(売却益:△)   △3 △13 △4 

投資有価証券評価損   ― 0 17 

売上債権の増減額(増加:△)   △406 △97 △642 

たな卸資産の増減額(増加:△)   △32 △12 △65 

仕入債務の増減額(減少:△)   102 234 705 

退職給付制度移行未払金の増減額（減少：

△） 
  ― 1,090 ― 

その他の流動負債の増減額(減少:△）   ― 303 38 

その他(純額)   △66 △12 △151 

小計   3,431 3,980 8,258 

利息及び配当金の受取額   129 47 158 

利息の支払額   △117 △74 △211 

損害賠償金の支払額   △374 ― △374 

法人税等の還付額   245 0 245 

法人税等の支払額   △980 △1,066 △1,624 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,334 2,887 6,453 



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △293 △292 △3,384 

定期預金の払戻による収入   243 316 3,407 

有価証券の取得による支出   △19 △29 △19 

有価証券の償還による収入   ― 19 ― 

投資有価証券の償還による収入   155 ― 155 

有形固定資産の取得による支出   △1,364 △892 △1,903 

有形固定資産の売却による収入   12 35 33 

投資有価証券の取得による支出   △24 △34 △53 

投資有価証券の売却による収入   83 17 91 

連結子会社株式の追加取得による支出   △251 △3 △276 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出 
  △1,427 ― △1,427 

貸付けによる支出   △15 △58 △24 

貸付金の回収による収入   1,460 45 1,581 

匿名組合出資の出資返還による収入   ― ― 102 

その他(純額)   △192 △169 △120 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,633 △1,044 △1,837 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額（純額）   805 △443 △1,189 

長期借入れによる収入   1,100 600 3,815 

長期借入金の返済による支出   △1,363 △1,082 △2,058 

社債の発行による収入   ― 978 692 

社債の償還による支出   ― △1,070 △3,000 

株式の発行による収入   2,373 ― 2,373 

自己株式の取得又は売却による収支(純額)   △1 27 △1 

配当金の支払額   △57 △64 △122 

少数株主への配当金の支払額   △20 △17 △20 

会員預託金の減少による支出   ― △79 △205 

割賦未払金の返済による支出   ― △350 △934 

その他(純額)   △603 ― ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,233 △1,499 △653 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   6 1 13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△)   2,941 345 3,975 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,920 11,896 7,920 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 10,861 12,241 11,896 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 15社 

 連結子会社名 

①大豊商事㈱ 

②㈱トーカイ(四国) 

③㈱プレックス 

④トーカイフーズ㈱ 

⑤㈱サン・シング東海 

⑥たんぽぽ薬局㈱ 

⑦㈱高山調剤センター 

⑧㈱レインボー薬局 

⑨西日本たんぽぽ薬局㈱ 

⑩㈱ティ・アシスト 

⑪㈱リースキンサポート 

⑫トーカイ開発㈱ 

⑬㈱日本情報マート 

⑭岐阜商事㈱ 

⑮新八幡木工㈱ 

平成17年６月１日付で

大豊商事㈱の株式を取得

し、平成17年４月１日付

で大豊商事㈱及びその子

会社である㈱トーカイ

（四国）、㈱プレック

ス、西日本たんぽぽ薬局

㈱の計４社を連結子会社

に含めております。 

(1) 連結子会社の数 13社 

 連結子会社名 

①大豊商事㈱ 

②㈱トーカイ(四国) 

③㈱プレックス 

④トーカイフーズ㈱ 

⑤㈱サン・シング東海 

⑥たんぽぽ薬局㈱ 

⑦㈱レインボー薬局 

⑧㈱ティ・アシスト 

⑨㈱リースキンサポート 

⑩トーカイ開発㈱ 

⑪㈱日本情報マート 

⑫岐阜商事㈱ 

⑬新八幡木工㈱ 

  

  

連結子会社たんぽぽ薬

局㈱は、平成18年７月1

日付で連結子会社㈱高山

調剤センターを吸収合併

しております。 

(1) 連結子会社の数 14社 

連結子会社名 

①大豊商事㈱ 

②㈱トーカイ(四国) 

③㈱プレックス 

④トーカイフーズ㈱ 

⑤㈱サン・シング東海 

⑥たんぽぽ薬局㈱ 

⑦㈱高山調剤センター 

⑧㈱レインボー薬局 

⑨㈱ティ・アシスト 

⑩㈱リースキンサポート 

⑪トーカイ開発㈱ 

⑫㈱日本情報マート 

⑬岐阜商事㈱ 

⑭新八幡木工㈱ 

  

平成17年６月１日付で

大豊商事㈱の株式を取得

し、平成17年４月１日付

で大豊商事㈱及びその子

会社である㈱トーカイ

（四国）、㈱プレック

ス、西日本たんぽぽ薬局

㈱の計４社を連結子会社

に含めております。な

お、連結子会社たんぽぽ

薬局㈱は、平成17年11月

１日付で連結子会社西日

本たんぽぽ薬局㈱を吸収

合併しております。 

  (2) 非連結子会社の名称 

①㈱ケア高山 

②㈲玉藻リネンサービス 

③大和工業㈲ 

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

①㈲玉藻リネンサービス 

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

①㈲玉藻リネンサービス 

  

  (連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

であります。 

(連結の範囲から除いた

理由) 

   同左 

(連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社はありません。 

(1)  同左 (1)  同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 持分法適用の関連会

社はありません。 

(2)  同左 (2)  同左 

  (3) 持分法を適用してい

ない非連結子会社及び

関連会社 

 非連結子会社 

①㈱ケア高山 

②㈲玉藻リネンサービ

ス 

③大和工業㈲ 

 関連会社 

①㈱コスモ 

(3) 持分法を適用してい

ない主要な非連結子会

社及び関連会社 

 非連結子会社 

①㈲玉藻リネンサービ

ス 

  

(3) 持分法を適用してい

ない主要な非連結子会

社及び関連会社 

 非連結子会社 

①㈲玉藻リネンサービ

ス 

  

  (持分法の適用から除い

た理由) 

 上記会社は、中間純

損 益（持 分 に 見 合 う

額）及 び 利 益 剰 余 金

（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対

象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影

響 が 軽 微 で あ り、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

(持分法の適用から除い

た理由) 

   同左 

(持分法の適用から除い

た理由) 

 上記会社は、当期純

損 益（持 分 に 見 合 う

額）及 び 利 益 剰 余 金

（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対

象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全

体としても重要性がな

いため、持分法の適用

範囲から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の中

間決算日(決算日)

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算

日は、すべて中間連結決

算日と一致しておりま

す。 

   同左  連結子会社の決算日

は、すべて連結決算日と

一致しております。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …償却原価法(定額

法) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

  時価のないもの 

  …移動平均法に基づ

く原価法 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

  時価のないもの 

  …同左 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

  時価のないもの 

  …同左 

  

  

 ②デリバティブ 

  …時価法 

 ②デリバティブ 

  …同左 

 ②デリバティブ 

  …同左 

   ③たな卸資産 

  …主として移動平均

法に基づく原価法 

 ③たな卸資産 

  …同左 

 ③たな卸資産 

  …同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …定額法 

  その他の有形固定資

産 

  …定率法 

   ただし、連結子会

社のゴルフ場設備

及びスキー場設備

は、定額法を採用

しております。 

   主な耐用年数は以

下のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

５～17年 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …同左 

  その他の有形固定資

産 

  …同左 

  

  

  

  

  

   主な耐用年数は以

下のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

３～17年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …同左 

  その他の有形固定資産 

  …同左 

  

  

  

  

  

   主な耐用年数は以下

のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

３～17年 

   ②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法 

 ②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …同左 

  

 ②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …同左 

  

  (3) 重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

   同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   同左 

   ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞

与に充てるため、支給

見込額のうち当中間連

結会計期間の負担額を

計上しております。 

 ②賞与引当金 

   同左 

 ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に充てるため、支給見込

額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しており

ます。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   ③ ――――――  ③役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備え

るため、当連結会計年度

における支給見込額の当

中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

 （会計方針の変更） 

  当中間連結会計期間よ

り「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４

号）を適用しておりま

す。 

  この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税金等調整前

中間純利益は27百万円減

少しております。なお、

セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載

しております。 

 ③ ―――――― 

   ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

 ④退職給付引当金 

  一部の連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

  また、当社において執

行役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

  

    （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間 

（追加情報） 

  当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

     の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適

用しております。 

  なお、確定拠出年金

制度への移換額1,318百

万円は、６年間で移換

することとしており、

当中間連結会計期間末

の未移換額1,090百万円

は 未 払 金（流 動 負 債

「その他」）及び長期

未払金（固定負債「そ

の他」）に計上してお

ります。 

  

 の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適

用いたします。これに

よる影響額は68百万円

であり、特別損失に計

上しております。 

  また、平成17年６月

に株式を取得した連結

子会社の㈱トーカイ

（四 国）は、「退 職 給

付会計に関する実務指

針」に定める簡便法に

より退職給付債務を算

定しておりましたが、

当連結会計年度末に原

則法による退職給付債

務の算定が可能となっ

たため、原則法により

退職給付債務の算定を

しております。これに

よる影響額は104百万円

であり、特別損失に計

上しております。 

   ⑤役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結

子会社は、役員退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

   同左 

  

 ⑤役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結

子会社は、役員退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。 

  (4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

   同左 

  

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

  (5) 重要なリース取引の

処理方法 

  リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

  

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

   同左 

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

   同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (6)  ―――――― (6) 重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについ

て特例処理によってお

ります。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

  …金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

  …変動金利借入金 

 ③ヘッジ方針 

  金利スワップ取引

で、変動金利を固定化

することにより将来の

金利上昇リスクを回避

するものであります。 

 ④ヘッジ有効性の評価 

  特例処理の要件を充

足しているため、ヘッ

ジ有効性の評価を省略

しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

  …同左 

  ヘッジ対象 

  …同左 

 ③ヘッジ方針 

   同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性の評価 

   同左 

  (7) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

  消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。 

  ただし、資産に係る

控除対象外消費税等

は、期間費用として処

理しております。 

(7) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

   同左 

  

  

  

  

  

  

(7) その他連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

  消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。 

  ただし、資産に係る

控除対象外消費税等

は、発生連結会計年度

の期間費用としており

ます。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

   同左    同左 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（営業権の償却方法） 

 従来、営業権については、取得時

に一括償却しておりましたが、近年

の事業買収の増加傾向を勘案し、営

業権の効果の発現が見込まれる期間

をもとに費用収益の対応の適正化を

図るため、当中間連結会計期間よ

り、５年で均等額を償却する方法に

変更しております。 

 この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、販売費及

び一般管理費は128百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益は同額増加しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

―――――― （営業権の償却方法） 

従来、営業権については、取得時

に一括償却しておりましたが、近年

の事業買収の増加傾向を勘案し、営

業権の効果の発現が見込まれる期間

をもとに費用収益の対応の適正化を

図るため、当連結会計年度より、５

年で均等額を償却する方法に変更し

ております。 

この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、販売費及

び一般管理費は116百万円減少し、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は同額増加しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

（病院等業務受託先での駐在業務に

係る費用処理） 

従来、病院等の業務受託先に駐在

し、看護補助業務及び清掃業務に携

わる人件費等の費用については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ましたが、当該業務の規模の拡大に

伴い、これに関連して発生する諸費

用の分析を行った結果、売上高に直

接対応する費用を把握することによ

り、売上原価及び売上総利益をより

適正に表示するため、当中間連結会

計期間より、売上高に直接対応する

費用については売上原価として処理 

する方法に変更しております。 

 この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、売上原価

は1,252百万円増加し、売上総利益と

販売費及び一般管理費は同額減少し

ておりますが、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益に与え

る影響はありません。なお、セグメ

ント情報に与える影響はありませ

ん。 

―――――― （病院等業務受託先での駐在業務に

係る費用処理） 

従来、病院等の業務受託先に駐在

し、看護補助業務及び清掃業務に携

わる人件費等の費用については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ましたが、当該業務の規模の拡大に

伴い、これに関連して発生する諸費

用の分析を行った結果、売上高に直

接対応する費用を把握することによ

り、売上原価及び売上総利益をより

適正に表示するため、当連結会計年

度より、売上高に直接対応する費用

については売上原価として処理する

方法に変更しております。 

この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、売上原価

は2,582百万円増加し、売上総利益

と販売費及び一般管理費は同額減少

しておりますが、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。 



  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日））及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日））を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は15,663百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づき作成しておりま

す。 

―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期

間から投資事業有限責任組合への出資（13百万円）を

投資有価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間の投資その他の資産の

「その他」に含まれる当該出資の額は、16百万円であ

ります。 

（中間連結貸借対照表） 

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、「連結調整勘

定」並びに無形固定資産の「その他」に含めて表示し

ていた営業権は、当中間連結会計期間より「のれん」

として表示しております。 

  

前中間連結会計期間まで、旧有限会社法に規定する

有限会社に対する出資持分は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、会社法及

び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

第２条第２項により、その持分が有価証券とみなされ

ることとなったことから、当中間連結会計期間より投

資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示して

おります。 

なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に

含めた特例有限会社に対する出資持分は54百万円であ

ります。 

  

―――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、「減価償却

費」に含めて表示しておりました営業権償却及び「連

結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間より「の

れん償却額」として表示しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,864百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,657百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,641百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 
建物及び構築
物 

2,099百万円

土地 3,608百万円

投資有価証券 1,603百万円

合計 7,311百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 
建物及び構築
物 

1,854百万円

土地 3,589百万円

投資有価証券 1,695百万円

合計 7,139百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 
建物及び構築
物 

2,021百万円 

土地 3,589百万円 

投資有価証券 2,001百万円 

合計 7,611百万円 

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

102百万円

短期借入金 2,790百万円

長期借入金 4,668百万円

合計 7,561百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

102百万円

短期借入金 610百万円

長期借入金 5,635百万円

合計 6,347百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

122 百万円

短期借入金 945 百万円

長期借入金 5,869 百万円

合計 6,936 百万円

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員 

２人 2 百万円

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員

1人 1百万円

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員 

1人 2百万円 

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

  324百万円

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

  215百万円

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

271 百万円 

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 122百万円

その他(１社) 4百万円

合計 454百万円

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 100百万円

その他(１社) 1百万円

合計 319百万円

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 111百万円 

その他（１社） 3百万円 

合計 388百万円 

―――――― ※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

  なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会計

期間末日の残高に含まれておりま

す。 

受取手形 80百万円

支払手形 258百万円

―――――― 

―――――― ※５ のれん及び負ののれんの表示 

  のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の金額

は次のとおりであります。 

のれん 834百万円

負ののれん 47百万円

 差引 787百万円

―――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 1百万円

給料手当 1,967百万円

賞与引当金繰入額 395百万円

退職給付費用 79百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

28百万円

福利厚生費 503百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 2百万円

給料手当 2,217百万円

賞与引当金繰入額 362百万円

退職給付費用 99百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

29百万円

役員賞与引当金繰
入額 

27百万円

福利厚生費 568百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 3百万円 

給料手当 4,453百万円 

賞与引当金繰入額 322百万円 

退職給付費用 114百万円 

役員退職慰労引当
金繰入額 

51百万円 

福利厚生費 1,018百万円 

※２   ―――――― ※２ 前期損益修正益の内訳 

過年度売掛金の修
正 

0 百万円

※２   ―――――― 

※３ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 0 百万円

投資その他の資産
(その他) 

0 百万円

合計 0 百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

土地 0 百万円

投資その他の資産
(その他) 

1 百万円

合計 1 百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円 

土地 12 百万円 

投資その他の資産
(その他) 

30 百万円 

合計 44 百万円 

※４   ―――――― 

  

※４ 前期損益修正損の内訳 

過年度保証金等償
却額の修正 

20 百万円

過年度売掛金の修
正 

1 百万円

合計 21 百万円

※４   ―――――― 

※５ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

有形固定資産(そ
の他) 

0 百万円

投資その他の資産
（その他） 

0 百万円

合計 0 百万円

※５ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

有形固定資産(そ
の他) 

0 百万円

合計 0 百万円

※５ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬
具 

1百万円 

有形固定資産(そ
の他） 

0百万円 

投資その他の資産
（その他） 

0百万円 

合計 1百万円 

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 17 百万円

機械装置及び運搬
具 

35 百万円

有形固定資産（そ
の他） 

2 百万円

無形固定資産（そ
の他） 

1 百万円

合計 57 百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 158 百万円

機械装置及び運搬
具 

13 百万円

有形固定資産（そ
の他） 

7 百万円

無形固定資産（そ
の他） 

0 百万円

投資その他の資産
（その他） 

0 百万円

合計 180 百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 69百万円 

機械装置及び運搬
具 

40百万円 

有形固定資産（そ
の他） 

8百万円 

ソフトウェア 2百万円 

無形固定資産（そ
の他） 

3百万円 

合計 124百万円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）変動事由の概要 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 子会社の所有する親会社株式の処分 8千株（親会社の持分に相当する株式数） 

 単元未満株式の処分による減少   0千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

次へ 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間末株
式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 16,299 － － 16,299 

合計 16,299 － － 16,299 

自己株式         

 普通株式(注) 16 0 8 7 

合計 16 0 8 7 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 65 4.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総
額(百万円) 

配当の
原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月20日 
取締役会 

普通株式 65 利益剰余金 4.00 平成18年9月30日 平成18年12月12日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 11,245 百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△384 百万円

現金及び 
現金同等物 

10,861 百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 12,550 百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△309 百万円

現金及び 
現金同等物 

12,241 百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 12,213百万円 

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△317百万円 

現金及び
現金同等物 

11,896百万円 



(リース取引関係) 

  
前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

  減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 

  
10 
  

10

機械装置 
及び 
運搬具 

593 
  

240 
  

353

有形固定 
資産（そ
の他） 

2,237 
  
1,032 

  
1,205

無形固定
資産（そ
の他） 

183 
  

89 
  

94

合計 3,037 
  
1,373 

  
1,664

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 13 7

機械装置 
及び 
運搬具 

592 272 319

有形固定 
資産（そ
の他） 

2,156 994 1,162

無形固定
資産（そ
の他） 

339 150 189

合計 3,109 1,430 1,678

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  期末残高
  

相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 12 

  
9

機械装置
及び 
運搬具 

600 280 
  

319

有形固定
資産（そ
の他） 

2,275 1,074 
  
1,200

無形固定
資産（そ
の他） 

208 108 
  

100

合計 3,106 1,476 
  
1,630

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 (注) 同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 529百万円

１年超 1,135百万円

合計 1,664百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 515百万円

１年超 1,163百万円

合計 1,679百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 513百万円 

１年超 1,117百万円 

合計 1,630百万円 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (注) 同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 286百万円

減価償却費相当額 286百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 303百万円

減価償却費相当額 303百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 579百万円 

減価償却費相当額 579百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 時価のある有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う

こととしております。 

(3) その他有価証券で時価のないもの 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 時価のある有価証券の減損に当たっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う

こととしております。 

(3) その他有価証券で時価のないもの 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 19 19 △0

合計 19 19 △0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

①株式 1,743 4,106 2,363

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 43 △11

③その他 171 205 33

合計 1,979 4,365 2,386

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①非上場株式 541

②投資事業有限責任組合への出資金 13

合計 555

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 29 29 △0

合計 29 29 △0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

①株式 1,792 4,171 2,378

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 47 △7

③その他 171 219 47

合計 2,029 4,449 2,419

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①非上場株式 512

②投資事業有限責任組合への出資金 8

合計 520



  
Ⅲ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 有価証券について9百万円(その他有価証券で時価のある株式5百万円、その他有価証券で時価のない株式4百万円)減損処理を

行っており、減損処理後の金額を取得原価としております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。 

(3) その他有価証券で時価のないもの 

  

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 19 19 0

合計 19 19 0

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

①株式 1,789 4,803 3,013

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 39 △15

③その他 171 244 72

合計 2,026 5,097 3,070

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 519

②投資事業有限責任組合への出資金 7

合計 526



(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

前へ     

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 133 124 △8

  買建 米ドル 133 135 1

合計 267 260 △6

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 89 91 2

  買建 米ドル 89 86 △2

合計 178 178 0

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 111 106 △4

  買建 米ドル 111 113 2

合計 222 220 △2



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

16,566 10,319 4,860 643 3,082 35,472 ― 35,472

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

148 0 134 12 1 296 (296) ―

計 16,714 10,319 4,995 656 3,083 35,769 (296) 35,472

営業費用 14,798 9,538 4,562 792 2,937 32,630 129 32,759

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,915 780 433 △136 146 3,138 (426) 2,712

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

17,434 10,895 4,994 650 3,142 37,118 ― 37,118

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

161 0 176 21 1 361 (361) ―

計 17,596 10,895 5,171 672 3,143 37,479 (361) 37,118

営業費用 15,494 10,236 4,758 784 3,007 34,281 230 34,512

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,101 658 412 △111 136 3,197 (591) 2,605

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

33,545 21,426 9,831 1,547 6,350 72,701 ― 72,701

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

258 0 281 27 3 571 (571) ―

計 33,804 21,426 10,113 1,574 6,353 73,272 (571) 72,701

営業費用 29,417 19,614 9,348 1,695 6,035 66,111 482 66,593

営業利益又は 
営業損失(△) 

4,386 1,811 765 △120 317 7,160 (1,053) 6,107



 (注) １ 事業区分の方法 

当社は、提供するサービスの内容によって、快適な療養、生活をサポートする事業として「健康生活サービス」、調剤技

術を通じて地域医療をサポートする事業として「調剤サービス」、快適な空間づくりをサポートする事業として「環境サ

ービス」、快適な暮らしをサポートする事業として「会員制サービス」、上記以外の物品製造販売業務として「その他」

に事業区分しております。 

  

２ 各事業区分の主要サービスは、次のとおりであります。 

  

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の総務部門等管理部門に係る費用

であります。 

  

４ 会計処理方法の変更 

（前中間連結会計期間） 

営業権の償却方法 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、営業権の償却方法について、従来取得

時に一括償却しておりましたが、当中間連結会計期間より、５年で均等額を償却する方法に変更しております。この変更

により、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、当中間連結会計期間の「健康生活サービス」の営業費用が128百万円

減少し、営業利益が同額増加しております。 

  

（当中間連結会計期間） 

役員賞与に関する会計基準の適用 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基

準 ③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更により、従来と同一の

方法を採用した場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「調剤サービス」が5百万円、「会員制サービス」が0百万

円、「その他」が13百万円、「消去又は全社」が8百万円増額し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

事業区分 売上区分 主要サービス 

健康生活サービス 

病院関連事業 
病院用寝具類・白衣のレンタル、医療関連商品の販売及び

レンタル、看護補助業務 

給食事業 病院等の給食の受託運営 

シルバー事業 
介護用品・機器等の販売及びレンタル、その他介護用品類

のレンタルに付随したサービス 

寝具・リネンサプラ

イ関連事業 

寝具類・寝装品類の販売及びレンタル、その他寝具類のレ

ンタルに付随したサービス 

クリーニング設備製

造事業 

クリーニング設備の製造及び販売 

その他 損害保険代理店 

調剤サービス 調剤薬局事業 調剤薬局の経営 

環境サービス 

リースキン事業 
リースキン商品・グリーンジョイ(人工樹木)商品の販売及

びレンタル、マット・モップ等の洗濯加工 

ビル清掃管理事業 建物の清掃及び管理、害虫駆除 

不動産賃貸事業 不動産賃貸 

会員制サービス 
スポーツ関連事業 ゴルフ場及びスキー場の経営 

情報提供事業 経営情報の提供 

その他 
商事業務事業 工具・工作機械の販売 

木製品製造事業 木製品の製造及び販売 

前中間連結会計期間 454 百万円

当中間連結会計期間 606 百万円

前連結会計年度 1,105 百万円



（前連結会計年度） 

営業権の償却方法 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、営業権の償却方法について、従来取得時

に一括償却しておりましたが、当連結会計年度より、５年で均等額を償却する方法に変更しております。この変更によ

り、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は、「健康生活サービス」が114百万円、「調

剤サービス」が0百万円、「環境サービス」が0百万円減少し、営業利益が同額増加しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注)１．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 810.64円 １株当たり純資産額 961.44円 １株当たり純資産額 926.31円

１株当たり中間純利益
金額 

59.60円
１株当たり中間純利益
金額 

62.55円
１株当たり当期純利益
金額 

150.04円

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益(百万円) 922 1,018 2,446 

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― 63 

(うち利益処分による役員賞
与金(百万円)） 

(―) (―) (63)

普通株式に係る中間(当期)純
利益金額(百万円) 

922 1,018 2,383 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

15,484 16,285 15,882 

  
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) ― 21,239 ― 

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円) 

― 5,576 ― 

 （うち、少数株主持分） (―) (5,576) (―)

普通株式に係る中間期末の純
資産額(百万円) 

― 15,663 ― 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末の普通株
式の数(千株) 

― 16,292 ― 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― （たんぽぽ薬局㈱との株式交換に

関する事項） 

  当社は平成18年10月1日付け

で、たんぽぽ薬局㈱を当社の完

全子会社とする株式交換を実施

いたしました。 

  この株式交換により、資本剰

余金は1,491百万円増加し、資本

金は7,782百万円、資本剰余金は

4,334百万円、発行済株式総数は

17,270,673株となっておりま

す。株式交換の概要は、以下の

とおりであります。 

(1) 株式交換の内容 

  当社を完全親会社とし、たん

ぽぽ薬局㈱を完全子会社する株

式交換 

(2) 株式交換の日 

  平成18年10月１日 

(3) 株式交換の方法 

  株式交換日現在のたんぽぽ薬

局㈱の株主名簿記載の株主に対

して、当社は普通株式971,000株

を新たに発行し、割当交付いた

しました。 

(4) 株式交換比率 

(5) たんぽぽ薬局㈱の資産・負債の

状況（平成18年3月31日） 

(6) たんぽぽ薬局㈱の概要 

（平成18年３月31日現在） 

代表者 代表取締役社長 河原照忠 

資本金 693百万円 

住所 岐阜県岐阜市若宮町九丁目 

      16番地 

事業の内容 調剤薬局の運営 

業績（平成18年３月期） 

 売上高   19,282百万円 

 経常利益   1,753百万円 

 当期純利益  1,055百万円 

  当社 たんぽぽ薬局㈱ 

株式交換 

比率 
１ 1,000 

資産金額 

（百万円） 

負債金額 

（百万円） 

流動資産 5,652 流動負債 4,370

固定資産 2,874 固定負債  214

資産合計 8,526 負債合計 4,584

（たんぽぽ薬局㈱との株式交換に

関する事項） 

  当社は平成18年６月５日開催

の取締役会において、下記のと

おり、たんぽぽ薬局㈱を完全子

会社とするため、会社法第796条

第3項の規定に基づき株主総会の

承認を得ることなく株式交換を

行い、これに基づいて新株式を

発行することを決議し、同日、

両社にて株式交換契約を締結い

たしました。株式交換の概要は

以下のとおりです。 

(1) 株式交換による完全子会社化

の目的 

  本件株式交換によりたんぽぽ

薬局㈱を完全子会社化すること

で、グループ全体の資本関係を

より強固なものとし、グループ

全体の資本の最適化と効率化を

図ってまいります。これによ

り、たんぽぽ薬局㈱では更なる

店舗網の拡充を収益拡大につな

げ、ひいては当社グループ全体

の発展に寄与するものと考えて

おります。 

(2) 株式交換の方法及び時期 

  平成18年６月５日に締結した

株式交換契約書に基づき、平成

18年10月１日を株式交換の日と

して、株式交換を行い、たんぽ

ぽ薬局㈱の株主（当社を除く）

に対して当社の株式を割当交付

する結果、たんぽぽ薬局㈱が当

社の完全子会社となります。 

(3) 発行数 

  971,000株 

(4) 株式交換の内容 

  たんぽぽ薬局㈱の普通株式１

株に対して、当社の普通株式

1,000株を割当交付いたします。

ただし、当社が保有するたんぽ

ぽ薬局㈱の普通株式2,999株につ

いては割当交付しません。 

  



  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― ―――――― (5) 発行価格及び資本組入額 

  発行価格は、会社計算規則第

68条に定める株主払込資本変動

額を発行数971,000株で除した金

額となります。また、資本組入

れは行いません。 

(6) 発行価額の総額及び資本組入

額の総額 

  発行価額の総額は、会社計算

規則第68条に定める株主払込資

本変動額となります。また、資

本組入れは行いません。 

(7)株式交換の相手会社の概要 

 ①名称 たんぽぽ薬局㈱ 

 ②住所 岐阜県岐阜市若宮町九

丁目16番地 

 ③代表者の氏名 

   代表取締役社長 河原 照忠 

 ④資本金   693百万円 

 ⑤事業の内容 調剤薬局の経営 

 ⑥売上高及び当期純利益 

（平成18年３月期） 

   売上高   19,282百万円 

   当期純利益  1,055百万円 

 ⑦資産、負債、資本の状況 

（平成18年3月31日現在） 

   資産合計   8,526百万円 

   負債合計   4,584百万円 

   資本合計   3,941百万円 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   4,157   3,617 3,684   

２ 受取手形 ※４ 310   362 435   

３ 売掛金   3,676   3,959 3,817   

４ 有価証券   21   ― 29   

５ たな卸資産   1,182   1,120 1,213   

６ 繰延税金資産   1,156   1,161 1,078   

７ その他   271   150 233   

貸倒引当金   △77   △74 △79   

流動資産合計    10,698 31.3 10,297 30.9   10,414 31.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 3,189   3,136 3,070   

(2) 土地 ※２ 4,519   4,737 4,506   

(3) その他   1,729   1,918 1,692   

     計   9,438   9,791 9,269   

２ 無形固定資産   207   266 198   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 3,895   3,867 4,262   

(2) 関係会社株式   6,757   6,817 6,776   

(3) 関係会社長期貸付
金   82   121 81   

(4) 繰延税金資産   1,720   774 1,138   

(5) 差入保証金   267   262 262   

(6) その他   1,802   1,701 1,714   

貸倒引当金   △677   △534 △530   

     計   13,848   13,008 13,705   

固定資産合計    23,494 68.7 23,066 69.1   23,172 69.0

資産合計    34,192 100.0 33,364 100.0   33,587 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   ―   ― 20   

２ 買掛金   2,417   2,927 2,952   

３ 短期借入金 ※２ 4,395   4,243 4,233   

４ １年内償還社債   4,000   240 1,140   

５ 未払金   1,914   2,318 1,703   

６ 未払法人税等   25   51 62   

７ 賞与引当金   320   345 352   

８ 役員賞与引当金   ―   8 ―   

９ その他   164   294 226   

流動負債合計    13,239 38.7 10,429 31.3   10,692 31.8

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   1,000   2,390 1,560   

２ 長期借入金 ※２ 4,517   4,412 5,056   

３ 退職給付引当金   1,284   81 1,395   

４ 役員退職慰労引当金   149   165 155   

５ その他   961   1,635 903   

固定負債合計    7,913 23.2 8,685 26.0   9,070 27.0

負債合計    21,152 61.9 19,114 57.3   19,762 58.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    7,782 22.7 ― ―   7,782 23.2

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   2,842   ― 2,842   

資本剰余金合計    2,842 8.3 ― ―   2,842 8.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 任意積立金   787   ― 787   

２ 中間(当期)未処分利
益   613   ― 1,089   

利益剰余金合計    1,401 4.1 ― ―   1,877 5.6

Ⅳ その他有価証券評価差
額金    1,020 3.0 ― ―   1,330 3.9

Ⅴ 自己株式    △6 △0.0 ― ―   △7 △0.0

資本合計    13,039 38.1 ― ―   13,824 41.2

負債資本合計    34,192 100.0 ― ―   33,587 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 7,782 23.3   ― ―

２ 資本剰余金          

 (1)資本準備金   ―   2,842 ―   

 資本剰余金合計    ― ― 2,842 8.5   ― ―

３ 利益剰余金          

(1)その他利益剰余金          

固定資産圧縮積立 
金   ―   25 ―   

  別途積立金   ―   761 ―   

  繰越利益剰余金   ―   1,768 ―   

利益剰余金合計    ― ― 2,555 7.7   ― ―

４ 自己株式    ― ― △7 △0.0   ― ―

株主資本合計    ― ― 13,172 39.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評価
差額金    ― ― 1,077 3.2   ― ―

評価・換算差額等合
計    ― ― 1,077 3.2   ― ―

純資産合計    ― ― 14,249 42.7   ― ―

負債純資産合計    ― ― 33,364 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    14,326 100.0 15,202 100.0   29,157 100.0

Ⅱ 売上原価    9,517 66.4 9,967 65.6   19,147 65.7

売上総利益    4,809 33.6 5,234 34.4   10,009 34.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    3,753 26.2 4,017 26.4   7,623 26.1

営業利益    1,055 7.4 1,217 8.0   2,386 8.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  223 1.6 278 1.8   345 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  111 0.8 102 0.6   225 0.8

経常利益    1,167 8.2 1,394 9.2   2,506 8.6

Ⅵ 特別利益    4 0.0 9 0.1   22 0.1

Ⅶ 特別損失    37 0.3 162 1.1   224 0.8

税引前中間(当期)純
利益    1,134 7.9 1,241 8.2   2,305 7.9

法人税、住民税及び
事業税   50   22 72   

法人税等調整額   469 520 3.6 446 468 3.1 1,078 1,151 3.9

中間(当期)純利益    613 4.3 773 5.1   1,154 4.0

中間配当額    ― ―   65 

中間(当期)未処分利
益    613 ―   1,089 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

資本準備金 資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
平成18年３月31日残高 
(百万円) 7,782 2,842 2,842 26 761 1,089 1,877 △7 12,494 

中間会計期間中の変動額                   

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 （注）       △1   1 －   － 

 剰余金の配当（注）           △65 △65   △65 

 役員賞与（注）           △30 △30   △30 

 中間純利益           773 773   773 

 自己株式の取得               △0 △0 

 自己株式の処分               0 0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                   

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － － △1 － 678 677 △0 677 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 7,782 2,842 2,842 25 761 1,768 2,555 △7 13,172 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,330 1,330 13,824 

中間会計期間中の変動額       

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 （注）     － 

 剰余金の配当（注）     △65 

 役員賞与（注）     △30 

 中間純利益     773 

 自己株式の取得     △0 

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △252 △252 △252 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △252 △252 424 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 1,077 1,077 14,249 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定しておりま

す。) 

     時価のないもの 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 

   …同左 

   時価のないもの 

   …同左 

  (2) デリバティブ 

   …時価法 

(2) デリバティブ 

   …同左 

(2) デリバティブ 

   …同左 

  (3) たな卸資産 

  商品 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

  資材及び貯蔵品 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

(3) たな卸資産 

  商品 

   …同左 

  

  資材及び貯蔵品 

   …同左 

(3) たな卸資産 

  商品 

   …同左 

  

  資材及び貯蔵品 

   …同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …定額法 

  その他の有形固定資産 

   …定率法 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物  15～50年 

その他  3～20年 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …同左 

  その他の有形固定資産 

   …同左 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

 …同左 

  

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …同左 

  その他の有形固定資産 

   …同左 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

 …同左 

  

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …社内における利用

可能期間(５年)に

基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …同左 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与

に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与

に充てるため、支給見込

額のうち当事業年度の負

担額を計上しておりま

す。 

  (3)   ―――――― (3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備え

るため、当事業年度にお

ける支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を

適用しております。 

 この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前中間純

利益は8百万円減少して

おります。 

(3)   ―――――― 

  (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(4) 退職給付引当金 

 執行役員の退職金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

  

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

  

  

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用して

おります。 

 なお、確定拠出年金制

度への移換額1,318百万

円は、６年間で移換する

こととしており、当中間

会計期間末の未移換額

1,090百万円は、「未払

金」及び長期未払金（固

定負債「その他」）に計

上しております。 

（追加情報） 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用いた

します。これによる影響

額は68百万円であり、特

別損失に計上しておりま

す。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

   同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

    同左     同左 

６ ヘッジ会計の方法 ―――――― イ.ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

特例処理によっておりま

す。 

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対 

 象 

 ヘッジ手段 

   …金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

   …変動金利借入金 

イ.ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対 

 象 

 ヘッジ手段 

   …同左 

 ヘッジ対象 

   …同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    ハ.ヘッジ方針 

  金利スワップ取引で、

変動金利を固定化するこ

とにより将来の金利上昇

リスクを回避するもので

あります。 

ニ.ヘッジ有効性の評価 

  特例処理の要件を充足

しているため、ヘッジ有

効性の評価を省略してお

ります。 

ハ.ヘッジ方針 

    同左 

  

  

  

  

ニ.ヘッジ有効性の評価 

    同左 

  

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 ただし、資産に係る控

除対象外消費税等は、期

間費用として処理してお

ります。 

 なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺のう

え、貸借対照表上流動負

債の「その他」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理 

    同左 

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 ただし、資産に係る控

除対象外消費税等は、発

生事業年度の期間費用と

しております。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（営業権の償却方法） 

 従来、営業権については、取得時

に一括償却しておりましたが、近年

の事業買収の増加傾向を勘案し、営

業権の効果の発現が見込まれる期間

をもとに費用収益の対応の適正化を

図るため、当中間会計期間より、５

年で均等額を償却する方法に変更し

ております。なお、この変更による

損益への影響はありません。 

―――――― （営業権の償却方法） 

 従来、営業権については、取得時

に一括償却しておりましたが、近年

の事業買収の増加傾向を勘案し、営

業権の効果の発現が見込まれる期間

をもとに費用収益の対応の適正化を

図るため、当事業年度より、５年で

均等額を償却する方法に変更してお

ります。この変更による影響は軽微

であります。 

（病院等業務受託先での駐在業務に

係る費用処理） 

 従来、病院等の業務受託先に駐在

し、看護補助業務及び清掃業務に携

わる人件費等の費用については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ましたが、当該業務の規模の拡大に

伴い、これに関連して発生する諸費

用の分析を行った結果、売上高に直

接対応する費用を把握することによ

り、売上原価及び売上総利益をより

適正に表示するため、当中間会計期

間より、売上高に直接対応する費用

については売上原価として処理する

方法に変更しております。 

 この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、売上原価

は1,016百万円増加し、売上総利益と

販売費及び一般管理費は同額減少し

ておりますが、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影響

はありません。 

―――――― （病院等業務受託先での駐在業務に

係る費用処理） 

従来、病院等の業務受託先に駐在

し、看護補助業務及び清掃業務に携

わる人件費等の費用については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ましたが、当該業務の規模の拡大に

伴い、これに関連して発生する諸費

用の分析を行った結果、売上高に直

接対応する費用を把握することによ

り、売上原価及び売上総利益をより

適正に表示するため、当事業年度よ

り、売上高に直接対応する費用につ

いては売上原価として処理する方法

に変更しております。 

 この変更により、従来と同一の方

法を採用した場合と比べ、売上原価

は2,095百万円増加し、売上総利益

と販売費及び一般管理費は同額減少

しておりますが、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影

響はありません。 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間期から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日））及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日））

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,249百万円であり、同

基準を適用した場合と同額でありま

す。 

 なお、当中間期における中間貸借

対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき

作成しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間会計期間か

ら投資事業有限責任組合への出資（13百万円）を投資

有価証券として表示する方法に変更いたしました。 

なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれる当該出資の額は、16百万円でありま

す。 

―――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、7,653百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、7,295百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、7,393百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 899 百万円

土地 206 百万円

投資有価証券 1,192 百万円

合計 2,298 百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 683 百万円

土地 186 百万円

投資有価証券 1,226 百万円

合計 2,097 百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 829百万円

土地 186百万円

投資有価証券 1,442百万円

合計 2,458百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

短期借入金 850 百万円

長期借入金 1,838 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 2,688 百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

短期借入金 200 百万円

長期借入金 1,694 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 1,894 百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

短期借入金 100百万円

長期借入金 1,866百万円

一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 1,966百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

トーカイフーズ㈱ 335 百万円

㈱日本情報マート 300 百万円

たんぽぽ薬局㈱ 158 百万円

㈱サン・シング東

海 
132 百万円

シーシーエヌ㈱ 122 百万円

その他(１社) 4 百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

㈱日本情報マート 265 百万円

㈱サン・シング東

海 
111 百万円

シーシーエヌ㈱ 100 百万円

トーカイフーズ㈱ 30 百万円

その他(１社) 1 百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

トーカイフーズ㈱ 320 百万円 

㈱日本情報マート 281 百万円 

㈱サン・シング東

海 
124 百万円 

シーシーエヌ㈱ 111 百万円 

その他(１社) 3 百万円 

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員２人 2百万円

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員１人 1百万円

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員１人 2百万円 

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  324 百万円

合計 1,379 百万円

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  215 百万円

合計 727 百万円

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  271百万円

合計 1,114百万円

―――――― ※４ 中間会計期間末日の満期手形

の処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日の

残高に含まれております。 

受取手形 17百万円

―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元株式の市場への処分による減少 0千株 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 4 百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 5 百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 9百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 60 百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 66 百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 120百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 464 百万円

無形固定資産 30 百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 454 百万円

無形固定資産 33 百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 959百万円

無形固定資産 60百万円

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式         

 普通株式 7 0 0 7 

合計 7 0 0 7 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

建物 21  10  10
有形固定
資産（そ
の他） 

1,667  683  984

無形固定
資産 72  25  46

合計 1,761  719  1,041

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

建物 21 13 7
有形固定
資産（そ
の他） 

1,813 750 1,062

無形固定
資産 59 31 27

合計 1,894 796 1,097

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
  

相当額 
(百万円)

建物 21 12  9
有形固定
資産（そ
の他） 

1,738 733  1,004

無形固定
資産 72 32  39

合計 1,831 779  1,052

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

(注) 同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

１年内 280百万円

１年超 760百万円

合計 1,041百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 同左 

１年内 301百万円

１年超 796百万円

合計 1,098百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 282百万円

１年超 770百万円

合計 1,052百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 149百万円

減価償却費相当額 149百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 166百万円

減価償却費相当額 166百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 302 百万円 

減価償却費相当額 302 百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  ３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 800.35円 １株当たり純資産額 874.66円 １株当たり純資産額 846.73円

１株当たり中間純利益
金額 

39.59円
１株当たり中間純利益
金額 

47.45円
１株当たり当期純利益
金額 

70.77円

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純利益金額 
(百万円) 

613 773 1,154 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 30 

（うち利益処分による役員賞
与金(百万円)） 

(―) (―) (30)

普通株式に係る中間(当期)純
利益金額(百万円) 

613 773 1,124 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

15,493 16,292 15,891 

  
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) ― 14,249 ― 

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間期末の純
資産額(百万円) 

― 14,249 ― 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末の普通株
式の数(千株) 

― 16,292 ― 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

平成18年11月20日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、支払いを行いま

す。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― （たんぽぽ薬局株式会社との株式

交換に関する事項） 

  当社は平成18年10月1日にて、

たんぽぽ薬局株式会社を当社の

完全子会社とする株式交換を実

施し、新株式971,000株を発行

いたしました。なお、詳細につ

いては、連結財務諸表における

「重要な後発事象」に記載のと

おりであります。 

（たんぽぽ薬局株式会社との株式

交換に関する事項） 

  当社は平成18年６月５日開催

の取締役会において、たんぽぽ

薬局株式会社を完全子会社とす

るため、会社法第796条第3項の

規定に基づき株主総会の承認を

得ることなく株式交換を行い、

これに基づいて新株式を発行す

ることを決議し、同日、両社に

て株式交換契約を締結いたしま

した。なお、詳細については、

連結財務諸表における「重要な

後発事象」に記載のとおりであ

ります。 

  

(1) 中間配当による配当金の総額 65百万円 

(2) １株当たりの金額 4円 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月12日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

事業年度 
(第51期) 
  

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 
  

  
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出 
  

  
(2)  

  
臨時報告書     

  
平成18年６月５日 
関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（募集によらない株式の発行）の規定に基

づく臨時報告書であります。 

  
(3)  

  
臨時報告書     

  
平成18年６月５日 
関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社が完全親会社となる株式交

換契約の締結）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

  
当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トーカイの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年
４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計
算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸
表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に
関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
1. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は営業権について、従
来取得時に一括償却していたが、当中間連結会計期間より５年で均等額を償却する方法に変更した。 
2. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は病院等業務受託先で
の駐在業務に係る費用処理について、従来販売費及び一般管理費に計上していたが、当中間連結会計期間より売上に
直接対応する費用については売上原価として処理する方法に変更した。 
3. セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から事業の種
類別セグメント区分を変更した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
 

 

平成１７年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  上  田  圭  祐  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  渋  谷  英  司  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書
提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トーカイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
 

 

平成１８年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書
提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トーカイの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５１期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は病院等業務受託先での駐在

業務に係る費用処理について、従来販売費及び一般管理費に計上していたが、当中間会計期間より売上に直接対応する

費用については売上原価として処理する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

  

平成１７年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  上  田  圭  祐  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  渋  谷  英  司  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーカ

イの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社トーカイの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

  

平成１８年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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